（法第１０条第１項関係様式例）

　
令和2年度 会計収支予算書

　令和2年4月1日から令和3年3月31日まで

特定非営利活動法人　共に生きる
	科　　目
	金　　額　（単位：円）

	Ⅰ　経常収入の部

　１　会費・入会金収入

　　　　
	220,000

	220,000
	

	　２　助成金事業
　　　　小冊子製作
　　　　
	400,000
　　　　

	  400,000
	

	　３　事業収入
　　　　会計に関する中間支援
	80,000
	　

80,000
	

	　　　経常収入合計
	
	
	700,000

	Ⅱ　経常支出の部

　１　事業費
　　　　小冊子製作他
　　　　
	540,000
　　
	　　540,000
	

	　２　管理費

　　　　
	220,000

	220,000
	

	　経常支出合計
	
	
	760,000

	　　経常収支差額
	
	
	0

	Ⅲ　その他資金収入の部
　１　固定資産売却収入

　　　　
	
	
	

	　２　


	
	
	

	　　　その他資金収入合計
	
	
	

	Ⅳ　その他資金支出の部
　１　固定資産取得支出

　　　　
	
	
	

	　２　

　　　　
	
	
	

	　３　予備費
	
	
	

	　　　その他資金支出合計
	
	
	

	　　当期収支差額
	
	
	-60,000

	　　前期繰越収支差額
	
	
	64,338

	　　次期繰越収支差額
	
	
	4,338


（注）１　借入金限度額　　　　円

　　　２　債務負担額　　　　　円（　　年度　　　円、　　年度　　　円）

（備　考）

１　設立当初の事業年度及び翌事業年度の収支予算書はそれぞれ別に作成する。

２　 　　①　　 の部分には、「特定非営利活動に係る事業」、又はその他の事業を行う場合にあっては「その他の事業」と記載し、事業毎に区分して別葉として作成する。

３　定款上、「その他の事業」に関する事項を定めている場合は、設立当初の事業年度及び翌事業年度に実施予定がなくても、その旨を明らかにするために、収入支出0円の収支予算書を作成する。
４　その他の事業から収益が生じる場合には、その他の事業会計収支予算書及び特定非営利活動に係る事業会計収支予算書について、その他の事業会計から特定非営利活動に係る事業会計への繰入が明らかになるような科目を追加する。

５　設立時の資金がある場合は、設立当初の事業年度に設立時資金有高としてその額を記載する。翌事業年度以降は、前年度の収支予算書に次期繰越収支差額として掲げた額を、前期繰越収支差額として記載する。

６　「事業費」とは、法人の事業の実施のために直接要する支出で、管理費以外のものをいい、会計処理上は、事業の種類ごとに区分して記載する。事業費の例としては、「○○事業費」（注･･･当該事業の実施のために直接要する人件費・交通費等の費用が含まれる。）等が挙げられる。

７　特に、支出規模（事業費＋管理費）でみた特定非営利活動に係る事業の割合、総支出額に占める管理費の割合等は、特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること、営利を目的としないものであることという法定要件への適合性の判断材料となる。この点については、「「ＮＰＯ法の運用方針」について」を参照のこと。

